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6.5 津 波 

6.5.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

  敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な

文献としては，渡辺（1985）（１），渡辺（1998）（２），宇佐美他（2013）

（３），宇津他編（2001）（４），羽鳥（1975）（５），羽鳥（1987）（６），竹内

他（2007）（７），東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2011）（８），

理科年表（2013）（９），気象庁の発表等がある。 

文献調査によると，敷地周辺に影響を与えたと考えられる津波には，1677

年延宝房総沖地震，1960 年チリ地震，2011 年東北地方太平洋沖地震等があ

る。 

竹内他（2007）によると，1677 年延宝房総沖地震は福島県，茨城県沿岸

では記録の残っている最大の津波であり，水戸紀年，大洗地方史，玄蕃先代

集乾等の史料による建物被害等の記載から津波浸水高を推定しており，ひた

ちなか市の浸水高は 4.5m～5.5m，大洗町の浸水高は 5m～6m としている。 

渡辺（1985）によると，1960 年チリ地震では茨城県久慈港における痕跡

高が約 3m とされている。 

2011 年東北地方太平洋沖地震については，発電所での痕跡高は約 5m であ

った。 

澤井（2012）（１０）によると，日立市十王町で実施した津波堆積物調査の

結果，海岸線から約 600m の低地において津波堆積物が確認されているが，

堆積物の年代は明確ではないとしている。 

なお，地震以外を要因とする津波の記録は認められない。 
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6.5.2 基準津波の策定 

6.5.2.1 地震に起因する津波 

6.5.2.1.1 評価方法 

地震に起因する津波の評価にあたっては，過去に敷地周辺に影響を及ぼし

たと考えられる既往津波を参考にするとともに，敷地に影響を及ぼすと考え

られるプレート境界付近に想定される津波波源及び海域の活断層に想定され

る津波波源について以下の検討を行った。 

津波に伴う水位変動の評価は，土木学会原子力土木委員会津波評価部会

（2002）（１１）を参考に実施した。 

文献調査，敷地周辺の活断層調査の結果から，検討対象となる波源を抽出

し，パラメータスタディを行うことにより，敷地への影響が最も大きくなる

ような波源モデルを選定した。 

選定された波源モデルについて，潮位条件を考慮し，津波水位を算定した。

なお，東海第二発電所は，東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動により，敷

地全体が約 0.2m 沈降しており，潮位に 0.2m 加算することで地震による地盤

の沈降を考慮した。 

 

6.5.2.1.2 基準津波の対象となる波源の選定 

文献調査，敷地周辺の活断層調査等の結果によれば，海洋プレート内地震

及び海域活断層による内陸地殻内地震については，想定される地震の規模，

波源位置及び敷地からの距離を考慮すると，プレート間地震による津波に比

べて影響は十分小さいと判断される。このため，基準津波の対象となる波源

としては，日本海溝沿いのプレート間地震による津波波源とし，以下の検討

を行った。 

なお，津波波源の設定は，敷地周辺の既往津波の痕跡高を上回り，発電所
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に最も大きな水位変動を及ぼす津波波源を設定することとした。 

(1) 波源モデルの設定 

プレート間地震に伴う津波として考慮する波源モデルについては，地震

調査研究推進本部地震調査委員会（2011）（１２）等において，東北地方太

平洋沖地震により宮城県沖から福島県沖で大きなすべりが生じており，こ

れまでのひずみを解放した状態と考えられるとされていることから，茨城

県沖から房総沖に津波波源を設定することとした。津波波源の幅について

は，地震発生域の深さの下限から海溝軸までの範囲にモーメントマグニチ

ュードＭｗ8.7 の波源モデルを設定した。また，波源モデルの設定におい

ては，内閣府（2012）（１３）を参考に，すべりの不均一性を考慮した。 

波源モデルを第 6.5.2－1 図に示す。 

(2) パラメータスタディ 

設定した波源モデルについて，すべり量の分布，破壊開始点等を合理的

と考えられる範囲で変化させたパラメータスタディを実施した結果，発電

所に最も大きな影響がある波源として水位上昇側ではケース３が，水位下

降側ではケース５が選定された。 

数値シミュレーションの計算条件及び計算格子を第 6.5.2－1 表及び第

6.5.2－2 図に，パラメータスタディ一覧及び結果を第 6.5.2－2 表及び第

6.5.2－3 表に示す。 

なお，パラメータスタディにおいて潮位条件の影響を含めた検討を実施

した。 

 

6.5.2.1.3 地震による津波水位の評価 

津波水位の評価地点については，発電所敷地に防潮堤を設置する計画であ

ることから，取水口前面及び防潮堤位置とした。 
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検討結果を第 6.5.2－3 図に示す。 

潮位条件（朔望平均満潮位 T.P.＋0.61m，朔望平均干潮位 T.P.－0.81m

（T.P.は東京湾中等潮位））を考慮した最高水位は，防潮堤位置において

T.P.＋17.2m，取水口前面において T.P.＋14.3m であり，最低水位は，取水

口前面において T.P.－5.3m である。 

なお，数値シミュレーションの結果については，既往津波の痕跡高，津波

堆積物調査結果を上回ることを確認した。 

 

6.5.2.2 地震以外に起因する津波 

地震以外に起因する津波として，陸域及び海底での地すべり，斜面崩壊並

びに火山現象に起因する津波の検討を実施した。 

 

6.5.2.2.1 陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

文献調査の結果，敷地周辺における陸域及び海底での地すべり並びに斜面

崩壊による歴史津波の記録はない。 

敷地から半径 10km の範囲の陸域について地すべりに関する文献調査を実

施した結果，防災科学技術研究所（2004）（１４）等によると海岸付近におけ

る大規模な地すべり地形は指摘されていない。また，地形判読の結果，地す

べり地形は認められない。 

敷地前面海域の海底地形の判読を実施した結果，地すべり地形は認められ

ない。 

以上のことから，陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津

波について，敷地への影響はない。 
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6.5.2.2.2 火山現象に起因する津波 

「6.6 火山」に記載したとおり，敷地周辺において，火山現象による歴

史津波の記録はなく，海底活火山の存在も認められないことから，火山現象

に起因する津波について，敷地への影響はない。 

 

6.5.2.3 基準津波の選定 

前節までの検討結果に基づき，下記の津波を基準津波とした。 

水位上昇側で発電所に最も大きな影響がある波源はプレート間地震による

津波のケース３であり，最高水位は防潮堤位置において T.P.＋17.2m，取水

口前面で T.P.＋14.3m である。 

水位下降側で発電所に最も大きな影響がある波源はプレート間地震による

津波のケース５であり，最低水位は取水口前面で T.P.－5.3m である。 

基準津波の策定位置を第 6.5.2－4 図に，基準津波の時刻歴波形を第

6.5.2－5 図に示す。 

 

6.5.2.4 行政機関による津波評価に関する検討 

茨城県（１５）は，東北地方太平洋沖地震津波及び 1677 年延宝房総沖地震津

波を参考とした津波を評価しており，同津波による浸水深分布図を示してい

る。 

基準津波は，茨城県が評価した浸水深分布を上回る結果となっていること

を確認した。 

 

6.5.2.5 基準津波の超過確率の参照 

日本原子力学会（2011）（１６）の方法に基づき，東北地方太平洋沖地震か

ら得られた知見等を踏まえ，確率論的津波ハザード評価を行い，基準津波に
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よる取水口前面の津波水位の年超過確率を参照した。防潮堤位置及び取水口

前面（下降側）における平均ハザード曲線を第 6.5.2－6 図に示す。最高水

位の年超過確率は 10－４程度であり，最低水位の年超過確率は 10－３程度であ

る。 

 

6.5.3 津波に対する安全性 

発電所においては，安全上重要な機能を有する設備を内包する建屋の設置

エリア，非常用海水ポンプ設置エリア等を含む敷地を取り囲む防潮堤を設置

し，原子炉施設の安全性が津波によって影響を受けることはないように基準

津波を考慮して適切に設計する。 

津波により水位が低下した場合でも，非常用海水ポンプの取水性に影響を

及ぼすことはない。 

津波により海底の砂が移動した場合の影響についても検討を行った結果，

非常用海水ポンプの取水に支障が生じないことを確認した。 

以上のことから，津波により原子炉施設の安全性が影響を受けるおそれは

ない。 



 

6－6－5－7 
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第 6.5.2－1 表 計算条件 

解析領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋 

メッシュ構成 
沖合 4,320m→2,160m→720m→沿岸域 240m→発電所周辺

80m→40m→20m→10m→発電所 5m へ順次細分化 

基礎方程式 非線形長波理論 

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 

初期変位量 Mansinha and Smylie の方法 

境界条件 沖側：自由透過，陸側：遡上を考慮 

越流条件 防波堤：本間公式 ，護岸：相田公式 

計算時間間隔 最小Δｔ＝0.05 秒 

計算時間 津波発生後 240 分間 
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第 6.5.2－2 表（1） パラメータスタディ一覧（すべり量の分布） 

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ ケース５ 

     

ケース６ ケース７ ケース８ ケース９ ケース１０ 

     

背景域 
大すべり域 

超大すべり域 
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第 6.5.2－2 表（2） パラメータスタディ一覧（破壊開始点等） 

 

 

第 6.5.2－3 表 パラメータスタディ結果 

選定されたケース 

 

ケース 破壊開始点 
破壊伝播 

速度 
立ち上がり 

時間 

水位 

水位上昇側 

（防潮堤位置）
３ ⑥ 3.0km/s 30 秒 T.P.＋17.2m 

水位上昇側 

（取水口前面）
３ ⑥ 3.0km/s 30 秒 T.P.＋14.3m 

水位下降側 

（取水口前面）
５ ⑥ 1.5km/s 60 秒 T.P.－5.3m 

 

破壊開始点  

破壊伝播速度 1.5km/s，2.0km/s，2.5km/s，3.0km/s 

立ち上がり時間 30 秒，60 秒 

超大すべり域 

大すべり域

①

②

③

④

⑤

⑥

：破壊開始点

背景域
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 背景域 大すべり域 超大すべり域 

すべり量 

（ｍ） 
3.8 12.1 24.3 

 

第 6.5.2－1 図 波源モデル 

 

超大すべり域 

大すべり域 

背景域 
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第 6.5.2－2 図（1） 計算格子（沖合～沿岸域） 
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第 6.5.2－2 図（2） 計算格子（発電所周辺） 
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第 6.5.2－3 図 津波水位の評価結果 
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第 6.5.2－4 図 基準津波の策定位置 
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第 6.5.2－5 図 基準津波の時刻歴波形 
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第 6.5.2－6 図 平均ハザード曲線 
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6.6 火  山 

  発電所への火山影響を評価するため，発電所に影響を及ぼし得る火山の抽

出，設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価及び発電所の安全性に

影響を与える可能性のある火山事象の検討を行う。 

  影響評価では，個々の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性につい

て評価を行うが，ここでは発電所の安全性に影響を与える可能性のある火山

事象の抽出を行う。 

 

6.6.1 発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

6.6.1.1 文献調査 

  文献調査により，敷地を中心とする半径 160km の範囲に位置する第四紀に

おける活動が認められる火山（以下「第四紀火山」という。）を抽出し，火

山噴出物の種類，分布，地形，規模，活動間隔等を把握した。主な文献とし

ては「日本活火山総覧（第 4 版）」（気象庁編，2013）（１），「日本の第四

紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，1999）（２），地質調査所

あるいは地質調査総合センター編の「日本の第四紀火山」（2012）（３），

「日本の火山（第 3 版）」（中野他編，2013）（４），20 万分の 1 地質図幅

「新潟（第 2 版）」（高橋他，2010）（５），「福島」（久保他，2003）（６），

「高田」（竹内他，1994）（７），「日光」（山元他，2000）（８），「白河」

（久保他，2007）（９），「長野」（中野他，1998）（１０），「宇都宮」（須

藤他，1991）（１１），「水戸（第 2 版）」（吉岡他，2001）（１２），「甲府」

（尾崎他，2002）（１３），「東京」（坂本他，1987）（１４），「千葉」（宇野

沢他，1983）（１５），「横須賀」（三梨他，1980）（１６），「大多喜」（三

梨・須田，1980）（１７），「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」（西

来他，2012）（１８），「海域火山データベース」（海上保安庁海洋情報部，
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2013）（１９）及び「新編火山灰アトラス」（町田・新井，2003）（２０）がある。 

 

6.6.1.2 地形・地質調査及び火山学的調査 

  火山の活動履歴や火山噴出物の種類，分布，噴出時期等を把握するため，

敷地周辺において地形・地質調査及び火山学的調査を実施した。 

 

6.6.1.3 将来の活動可能性が否定できない火山の抽出 

  文献調査等の結果によれば敷地を中心とする半径 160km の範囲には，32

の第四紀火山が分布する（第 6.6－1 表，第 6.6－1 図）。これらのうち将来

の活動可能性が否定できない火山を抽出した。 

  32 の第四紀火山のうち完新世に活動を行った火山としては，高原山，那

須岳，男体・女峰火山群，日光白根山，赤城山，燧ヶ
ひうちが

岳
たけ

，安達太良山，磐梯

山，沼沢，吾妻山及び榛名
は る な

山の 11 の火山があり，将来の活動可能性が否定

できない火山として抽出した。 

  完新世に活動を行っていない 21 の火山のうち，最後の活動終了からの期

間が過去の最大休止期間より短いとみなされる場合は，将来の活動可能性が

否定できないと判断し，子持山を抽出した。 

 

6.6.2 設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価 

  将来の活動可能性が否定できないと評価した 12 の火山について，発電所

の運用期間中において設計対応が不可能な火山事象を伴う火山活動の可能性

を評価した。 

  火砕物密度流，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊の火山現象のう

ち，火砕物密度流については，敷地周辺において火砕物密度流の痕跡は認め

られない。溶岩流，岩屑なだれ，地すべり及び斜面崩壊については，12 の
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火山で最も近いものでも敷地から約 90km と十分離れている。 

  このほか評価対象となる火山事象として，新しい火口の開口及び地殻変動

があるが，敷地は火山の火口分布範囲及びその近傍には位置していない。  

  以上のことから，上記の 12 の火山によって設計対応不可能な火山事象に

より発電所に影響を及ぼす可能性はなく，火山モニタリングも不要と判断し

た。 

 

6.6.3 発電所の安全性に影響を与える可能性のある火山事象の抽出 

6.6.3.1 降下火砕物 

  敷地の周辺では，赤城山を給源とする赤城水沼 1 テフラ（噴出時期：約

6.0 万年前～約 5.5 万年前；町田・新井，2003 等），赤城水沼 9，10 テフラ

（噴出時期：約 13 万年前；鈴木，1990）（２１），榛名山を給源とする

榛名八崎
は る な は っ さ き

テフラ（噴出時期：約 5.0 万年前；町田・新井，2003 等），男

体・女峰火山群を給源とする男体七本桜
しちほんざくら

テフラ・男体今市テフラ（噴出時

期：約 1.5 万年前～約 1.4 万年前；町田・新井，2003 等）及び箱根火山群

を給源とする箱根
は こ ね

吉沢
き っさ わ

下部 7 テフラ（噴出時期：約 13 万年前；鈴木，

1989）（２２）が認められるが，それらの厚さは全て 10cm 以下である。また，

赤城山を給源とする赤城鹿沼テフラ（噴出時期：約 4.5 万年前以前；町田・

新井，2003 等）が厚さ 10cm～40cm 程度とされている。本テフラは敷地付近

においても確認されており，その厚さは約 20cm である。上記のテフラにつ

いては敷地では層をなして分布する箇所は認められない。 

  以上のことから，敷地における降下火砕物の最大厚さは，40cm 程度と評

価した。 
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6.6.3.2 火山性土石流 

  敷地の周辺では，西方約 20km の那珂川に沿う瓜連
うりづら

丘陵に火山性土石流堆

積物が分布する。しかしながら，那珂川の流下方向は敷地へ向かっておらず，

那珂川と敷地の間には台地が分布している。また，本堆積物以外には，敷地

の周辺に火山性土石流堆積物は認められないことから，火山性土石流は敷地

に到達することはなく，発電所への影響はないと判断した。 

 

6.6.3.3 火山から発生する飛来物 

  将来の活動可能性が否定できない火山のうち最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていることから，火山から発生する飛来物の発電所への影

響はないと判断される。 

 

6.6.3.4 火山ガス 

  将来の活動可能性が否定できない火山が最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていること，敷地は太平洋に面しており火山ガスが滞留す

るような地形条件ではないことから，火山ガスの発電所への影響はないと判

断した。 

 

6.6.3.5 その他の事象 

  将来の活動可能性が否定できない火山が最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていることから，静振，大気現象，火山性地震とこれに関

連する事象，熱水系及び地下水の異常について，発電所への影響はないと判

断した。 
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6－6－7－1 

6.7 社会環境 

6.7.1 産業活動 

  発電所の近くには，石油コンビナート等，爆発，火災，有毒ガスにより本

原子炉施設の安全性を損なうような施設はない。したがって，産業活動に伴

う爆発，火災及び有毒ガスによって，安全施設の安全機能が損なわれるおそ

れはない。 

 

6.7.2 交通運輸 

  本発電所に近い鉄道路線としては，東日本旅客鉄道株式会社常磐線がある。 

  主要な道路としては，常磐自動車道，国道２４５号，国道６号及び国道２

９３号がある。 

  海上交通としては，発電所の北方約 3km に茨城港日立港区，南方約 6km に

茨城港常陸那珂港区，南方約 18km に茨城港大洗港区があり，日立－釧路間，

常陸那珂－苫小牧間，常陸那珂－北九州間，大洗－苫小牧間等の定期航路が

ある。 

  航空関係としては，発電所の南南西方向約 36km に茨城空港がある。発電

所上空には広域航法経路及び直行経路があるが，訓練空域は設定されていな

い。なお，航空機は原子力関係施設上空の飛行を規制されている。 

  発電所周辺の鉄道，主要道路，港湾及び航空路を第 6.7－1 図及び第 6.7

－2 図に示す。 

 

6.7.3 外部火災 

  発電所の近くには，石油コンビナート等，火災により本原子炉施設の安全

性を損なうような施設はないことから，石油コンビナート等の火災を考慮す

る必要はない。 



 

6－6－7－2 

  また，発電所の周辺にはアカマツ，クロマツ等の植生が認められているが，

昭和 53 年 11 月の東海第二発電所の営業運転開始以降，東海第二発電所周辺

の森林火災が原因で安全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 
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第 6.7－1 図 発電所周辺の鉄道，主要道路及び港湾位置図 
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第 6.7－2 図 発電所周辺の航空路図 



 

6－6－8－1 

6.8 生物 

6.8.1 海生生物 

  東海第二発電所の前面海域において，クラゲの発生がみられることはある

が，昭和 53 年 11 月の東海第二発電所の営業運転開始以降，大量のクラゲの

襲来により安全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 

 

6.8.2 植生 

  発電所の周辺にはアカマツ，クロマツ等の植生が認められているが，昭

和 53 年 11 月の東海第二発電所の営業運転開始以降，東海第二発電所周辺の

森林火災が原因で安全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 

 


